予算要求資料
平成３０年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費　　　
	事業名　下呂・中津川広域観光ルート強化促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　 商工労働部 観光国際局 観光企画課 観光資源係　電話番号：058-272-1111（内3073）

　　　　　　　                        E-mail： c11334@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　4,000千円（前年度予算額：10,000千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産

収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	10,000
	5,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,000

	要求額
	4,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
現在、下呂市と中津川市では、「下呂・中津川広域観光振興協議会」を設置し、両市の観光資源を連携して活用することにより、観光客の誘致を行っているところである。
しかしながら、リニア中央新幹線の開通を見据えた際には、両市を結ぶ国道２５７号を中心とした南北観光軸の更なる強化の必要性があることから、平成２８年度より、県と２市が連携し、国の地方創生加速化交付金事業を活用して、観光資源の更なるブラッシュアップや、両市に存在する地域資源の新たな観光資源化等に取り組んでいる。
これまでに、常時提供可能な体験プログラムの造成や、下呂温泉宿泊客へワンストップで予約販売できる体制の構築、「岐阜の宝もの」に認定されている地歌舞伎の芝居小屋を活用した旅行商品の開発、道の駅を核とした情報発信体制の強化などを進めてきたが、今年度は、これまでの成果を踏まえ、地域資源を活用した着地型旅行商品の造成に引き続き取り組むほか、外国人旅行者の受け入れ体制整備などを進めていく。
（２）事業の内容
　　下呂・中津川を結ぶ国道２５７号沿線を「下呂・中津川広域観光ルート」として、１泊３食（翌日の昼食まで）以上滞在を目指し、滞在時間、観光消費額の増に繋がる取組みを引き続き実施する。
●協議会事業【事業費総額：8,000千円】
①宿泊施設と観光事業者が連携した取り組みの実施
②地域資源を活用した旅行商品の造成
③個人の訪日外国人旅行者向け受入体制の整備
④ルート内での情報発信体制の強化　等
　　
（３）県負担・補助率の考え方
　　・県が4,000千円、２市が各市2,000千円負担する。
（４）類似事業の有無

　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	負担金
	4,000
	協議会負担金

	合計
	4,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（1） 各種計画での位置づけ
　　「清流の国ぎふ」創生総合戦略

　　　２．しごとをつくる

　　　（２）観光産業の基幹産業化

　　岐阜県長期構想

　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす

　　（人を呼び込み、地域の消費を拡大するために）

　　岐阜県成長・雇用戦略

　　【６】観光産業の基幹産業化プロジェクト

（２）事業主体及びその妥当性
　　県と２市が連携して広域的な観光振興に取り組むため実施することが妥当。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業

	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	下呂市及び中津川市の観光資源や旅行プランを積極的にＰＲすることで、観光入込客、宿泊客を増やし、観光消費額の増大を図る。

○観光消費拡大につながる質の高い観光資源づくり

　○主要観光地の魅力を活かした観光誘客プロモーション

　○世界に選ばれる観光地づくり


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	観光消費の経済波及効果
	  　 億円
（H - ）
	4,124億円

（H26）
	4,214億円

（H27）
	4,601億円

（H28）
	5,000億円

（H32）
	92.0 ％

	観光入込客数（実数）
	  　 万人（H - ）
	3,686万人
（H26）
	4,360万人
（H27）
	4,696万人
（H28）
	4,600万人

（H32）
	102.1 ％

	外国人延べ宿泊者数
	  　 万人
（H - ）
	60万人
（H26）
	93万人
（H27）
	 101万人
（H28）
	150万人

（H32）
	67.3 ％


○指標を設定することができない場合の理由

	


（前年度の取組）
	・下呂温泉におけるルート内の体験プログラム予約システムの導入
・地域資源を活用した新たな滞在型商品の開発
・周遊きっぷを活用した訪日旅行者の周遊事業の実施

・道の駅を活用した観光情報の発信体制の強化


（前年度の成果）

	【28年度実績】

・観光ルートマーケティング調査の実施

・地域資源を活用した有料体験プログラムを１３プログラム開発

・地域資源を活用した土産品を２５品目開発
・かしも明治座を活用した新たな団体向けプログラムの開発


	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○
	観光滞在時間及び観光消費額の増大を図るためには、２市に存在する観光資源を連携させ、当該地域に観光客を誘致し、周遊・滞在させる仕組みを作ることが必要であり、本事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	観光滞在時間、観光消費額増に直結し、かつ事業終了後の自律的な運営を含めて進めている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○


	県・市が連携して事業実施に取り組むことで、両者が共通の課題認識、役割分担をすることが出来ている。


（今後の課題）

	持続可能な観光地経営が出来る体制の確立


（次年度の方向性）
	２市と方向性を検討していく。


